
 
 

 
 
 
 
 
 

 ■ 新設の「寄付型共創研究制度」の適用第 1 号を決定 ■ 

「パブリック・イノベーション研究センター」設立へ 
企業寄付を活用 産学連携の新研究モデル 

関西大学は今年度新設した「寄付型共創研究制度」の適用第 1号として、「パブリック・イノベーション研究セ

ンター」を総合情報学部（高槻キャンパス）に設立し、2026年 4月 1日から 3年間にわたる研究活動を開始しま

す。本センターでは企業寄付を活用した産学連携による新たな研究モデルのもと、公共分野における社会課題解

決に資する研究を推進。関西地域の経済界・産業界・自治体など、広く社会に向けて研究成果を発信していきま

す。共創研究代表者には本学客員教授で経済学者の竹中平蔵氏が就任します。 

 
 

 

■研究センターの目的・研究内容 

政府が政策の変化や自らの組織変革を通じて関係する民間企業の活動に影響を与え、イノベーション創造を促

そうとする取り組みを「パブリック・イノベーション」と名付け、諸外国の事例研究などから理論化を進めて広

く社会に発信することを目的とします。招へい教授 6人と学内の研究者を合わせて 9人の体制でスタート。研究

テーマは①諸外国の PPP／PFI に関する取り組み事例とその効果②諸外国の政府調達改革に関する取組事例とそ

の効果③関西圏の政策課題解決に資する諸外国政府の取り組み事例と想定される効果、など。 

・研究所名称 パブリック・イノベーション研究センター 

・設置場所  総合情報学部（本学高槻キャンパス） 

・設置期間  2026年 4月 1日～2029年 3月 31日（3年間） 

 

■寄付型共創研究制度とは 

「寄付型共創研究制度」は学部等の裁量・方針のもとに、企業等からの寄付で研究室を立ち上げ、当該企業等

から本学に研究者を迎え入れることも想定しています。企業の事業としては展開が難しい長期的なテーマや社会

的課題について、大学の知見・人材・設備といったリソースを活用して取り組むことを目的とします。 

参考プレスリリース 

https://www.kansai-u.ac.jp/ja/assets/pdf/about/pr/press_release/2025/No21.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この件に関するお問い合わせ先 
関西大学 総合企画室 広報課  担当：伊地知、小林 
〒564-8680 大阪府吹田市山手町 3-3-35 Tel.06-6368-0007  Fax.06-6368-1266 

寄付・産学連携 

 

2026 年 4 月 3 日／No．3 

 

・寄付型共創研究の第 1号に「パブリック・イノベーション研究センター」を選定。 
・産学連携の研究体制を 9人の研究者で始動。諸外国の取り組み事例などを研究。 
・関西の経済界・産業界・自治体など広く社会に向けて研究成果を発信。代表に竹中平蔵本学客員教授。 
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